
(1)租税条約濫用防止の事例 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (2) 有害租税競争の遮断の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          A国 

親会社 

          B国 

子会社 

配当 

租税条約未締結 

B国国内税法上25% 

配当 

C国国内税法 0% 

          B国 

子会社 

0% 制限税率 

A国の親会社は、B国-C国との条

約上0%税率の適用を受けるため、

C国にペーパーカンパニー設立 

<Treaty Shopping> 

          A国 

親会社 

          C国 

ペーパーコンパニー 

ﾛｲﾔﾙﾃｨｰ支払 

IP使用権 

IP移転 

IP使用権 

X法人 
IP活用 

A国税率 20% 

親会社 
IP開発所有 

ﾛｲﾔﾙﾃｨｰ支払 

A国税率 20% 

親会社 
IP開発 

B国(特許ボックス)税率 

子会社 
IP所有 

X法人 
IP活用 

租税減免競争 

<国家間租税減免競争の事例> 


